
07_行政経営課_1事業シート（令和6年度予算）
1 ３

2 ⑸

1

1

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和6年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.令和4年度事業実績、評価等（Check）　R5.8実施 5.令和5年度事業実績、評価等（Check）　R6.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

評価等 評価等

・高山市公共施設等総合管理計画の取り組みや進捗状況について情報共有や連携を密にすることによ
り、全庁的な意識の醸成や計画の着実な推進に繋げることができた。
・ＰＰＰに関する各種セミナーへの参加や市内事業者を対象としたＰＰＰに関する研修会の開催により、専
門的な知識の習得や全国の先進事例の収集を進めるとともに、今後の事業展開に繋がるネットワークを
形成することができた。
・指定管理者制度について、指定管理者制度運用ガイドラインに基づき、適正に運用することができた。

財務部
査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・高山市公共施設等総合管理計画に基づく取り組みを進める。
・ＰＰＰについて、民間事業者へのサウンディング型市場調査の実施やＶＦＭの算
定、従来手法との比較など、個別施設のＰＰＰ導入検討を進める。
・指定管理施設における指定管理者の更新手続を進める。

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

R4完了 R5完了

R5完了予定 R6完了予定

目的 ・公共施設の効果的な整備や統廃合、利便性が高く効率的な管理運営を進める。 概要

・高山市公共施設等総合管理計画に定める個別施設の方針に基づき、市民や関係団体等との合意形成に留意した対応を進め
るほか、進捗に応じた計画のローリングを行う。
・公共施設整備等官民連携（ＰＰＰ）を活用した効果的な施設整備や、指定管理者制度等の活用による適切な施設運営を進め
る。

歳出事業費
（職員人件費を除く）

特定財源

担当課
予算要求
ポイント事業実績 事業実績

・高山市公共施設等総合管理計画の推進に向けて、行政経営推進本部会議を開催し、情報共有や連携
を図りつつ計画に基づく取り組みを実施した。
・公共施設整備等官民連携（ＰＰＰ）に関する各種セミナーに参加し情報収集するとともに、市内事業者等
を対象としたＰＰＰに関する研修会を開催し、基礎情報や取り組みの進め方、最新動向や事例などについ
て学ぶ機会を提供した。（参加事業所：２７社、４０名）
・指定管理者制度について、コロナ禍における影響や燃料費・電気使用料等の高騰への対応など、指定
管理者制度運用ガイドラインに基づき指定管理者と協議をしながら、適正に運用した。

R4 R5 R6予算

・公共施設の総合的な管理運営に必要な経費を計上

維持・改善 維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

指定管理者制度の運用 190 31 300 300

公共施設等総合管理計画の推進 200 99 200 200

500 0

個票枝番 主な事業内容 査定額

一般財源 390 130 500 500 500

説明

その他（ 

県費　（ 

0

国費　（ 

390 130 500 500 500 500

実施計画額 400
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

総合計画等　主な指標 R4実績 R5実績 R6目標

担当課 総務部　行政経営課 内線 2478 目 一般管理費

予
算

事業名 20130 公共施設等総合管理計画推進事業費

会計 一般会計 まちづくりの方向性 人と人がつながり、安全で美しさと便利さが共存する持続可能なまちをつくる

款 総務費 まちづくり戦略 長期的な視点による公共サービスの提供
総合計画

市長公約

根拠計画
公共施設等総合管理計画、過疎地域持続的発展計画項 総務管理費
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07_行政経営課_2事業シート（令和6年度予算）
1 　

2 　

1

2

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和6年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.令和4年度事業実績、評価等（Check）　R5.8実施 5.令和5年度事業実績、評価等（Check）　R6.8実施

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

評価等 評価等
・公共施設等総合管理計画やDX推進計画などを含め、行政経営方針に掲げる取り組みの着実な推進を
図ることができた。 財務部

査定の
考え方

・要求どおり

次年度
以降の
考え方

(担当課)

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・行政経営方針の一層の推進を図るとともに、次期方針の策定に向けた準備を
進める。 市長査定

の考え方
・財務部査定のとおり

R4完了 R5完了

R5完了予定 R6完了予定

目的 ・持続的な発展を可能とする市民協働と行財政基盤の強化を図る。 概要
・行政経営方針を具体的に進めるため、実施計画に定める項目に取り組む。
・行政経営推進委員会から、市の行政経営の取り組みに対して意見聴取し、今後の取り組みに反映させる。

歳出事業費
（職員人件費を除く）

特定財源

担当課
予算要求
ポイント事業実績 事業実績

・令和４年度における行政経営の取り組み（８３項目）のうち、６４項目について実施した。
・令和４年７月及び、令和５年３月に行政経営推進委員会を開催し、行政経営方針の進捗確認を行うとと
もに、ＤＸ推進計画のロードマップについて意見聴取した。

R4 R5 R6予算

「効率的で良質な行政サービスが提供されている」と感じ
ている市民の割合

・行政経営の推進に必要な経費を計上

維持・改善 維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

行政経営推進委員会の増（2回→5回）行政経営推進委員会 451 311 500 840

840 340

個票枝番 主な事業内容 査定額

一般財源 451 311 500 840 840

説明

その他（ 

県費　（ 

340

国費　（ 

451 311 500 840 840 840

実施計画額 700
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

52.1％ ↗

総合計画等　主な指標 R4実績 R5実績 R6目標

「市民、地域、行政が協働してまちづくりに取り組んでい
る」と感じている市民の割合

53.9％ ↗

職員数（正職員・再任用職員・会計年度任用職員） 1,436人 1,403人

担当課 総務部　行政経営課 内線 2478 目 人事管理費

予
算

事業名 20220 行政経営推進事業費

会計 一般会計 まちづくりの方向性 着実な計画の推進

款 総務費 まちづくり戦略  
総合計画

市長公約

根拠計画
行政経営方針項 総務管理費
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07_行政経営課_3事業シート（令和6年度予算）
1 　

2 　

1

14

1.事業の目的・概要（Plan）

2.事業の実施結果等（Do） （千円） 4.令和6年度予算編成（Action） （千円）

）

）

）

◎ 1

※下段は主な事業内容を抜き出したものであり、計が歳出事業費に一致しない場合があります。 ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合があります。

3.令和4年度事業実績、評価等（Check）　R5.8実施 5.令和5年度事業実績、評価等（Check）　R6.8実施

□ □

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

特定財源

歳出事業費
（職員人件費を除く）

根拠計画
過疎地域持続的発展計画
ＤＸ推進計画

目的
・利用者目線のデジタル化により“便利”な行政サービスを提供する。
・デジタル技術の活用等により“快適”な暮らしを実現する。
・デジタル社会の恩恵が享受できる“活気”ある地域づくりを進める。

概要
・情報システムやネットワークを整備、維持管理するとともに、効果的に運用する。
・最新のデジタル技術の活用や各種手続のオンライン化を進めるとともに、情報セキュリティ対策の徹底を図る。
・デジタルデバイド（情報格差）に適切に配慮しつつ、ＤＸ推進計画に基づく各種の取組みを進める。

担当課
予算要求
ポイント

R4 R5 R6予算

市民のマイナンバーカード取得率

総合計画等　主な指標

項 総務管理費

担当課 総務部　行政経営課 内線 2457 目 情報化推進費

予
算

財務部
査定の
考え方

・積算内容を精査
・住基ネット機器更新設定に必要な経費について、事業課とのヒアリングに基づ
き増額
・各課から要求のあったＤＸの推進に要する経費を計上

市長査定
の考え方

・財務部査定のとおり

・デジタル技術のさらなる活用による市民サービスの向上と業務効率化に必要な
経費を計上
・基幹情報システムの標準準拠対応及びクラウド環境移行に必要な経費を計上

次年度
以降の
考え方

(担当課)

次年度
以降の
考え方

(担当課)

・マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化の推進、基幹情報システ
ムの標準化、ＡＩ・ＲＰＡなど先端技術の活用、テレワークの推進などデジタル・トラ
ンスフォーメーションのさらなる推進に取り組む。

評価等 評価等

・本格的な行政手続オンライン化に向けた例規整備のほか、まちなかの人流計測等におけるＡＩ技術の活
用や大量で定型的に行う業務におけるRPAの活用などにより、市民の利便性向上や行政の事務効率化
が図られた。
・テレワークの推進、テレビ会議の活用促進により働き方や意識の改革が図られた。
・サイバー攻撃や不審メールが引き続き増加しており、セキュリティリスクへの対策を引き続き強化してい
く必要がある。

事業実績 事業実績

・汎用電子申請システム等の活用や書面・対面規制等の見直しによる行政手続のオンライン化
・行政手続のオンライン化に係る申請管理システム等の導入
・マイナンバーカード所有者の転出・転入手続のワンストップ化に係る住民記録システムの改修
・ＡＩチャットボットやＡＩ顔認識システム、ＲＰＡの活用
・テレワークやテレビ会議の活用推進
・情報セキュリティ強化対策システムの運用、ファイル送受信のセキュリティ強化
・公共施設公衆無線ＬＡＮの整備
・地理情報システム（ＧＩＳ）の多目的利用
・市ホームページやメール配信による各種行政情報の提供
・情報システムのソフト保守及び機器保守、機器賃貸借、情報システムの維持管理、情報処理業務の委
託

R5完了予定 R6完了予定

維持・改善 維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

廃止検討 廃止検討

R4完了 R5完了

窓口受付支援システム導入、スマートフォン講座開催、システム標準
化ほか

情報資産の購入、工事 6,900 6,897 3,000

デジタル技術の活用 43,666 42,097 49,160 205,280

情報システム運営費等の負担 26,400 25,296 32,500 37,400

情報処理業務の委託 54,000 49,714 56,600 53,900

システム更新、拡充ほか

情報資産の借上げ、保守 124,540 122,573 127,840 132,790

情報資産の維持管理、情報セキュリティ対策 169,400 168,012 165,500 185,610

430,236 69,750

個票枝番 主な事業内容 査定額

一般財源 396,991 381,025 360,486 466,913 486,236

説明

その他（ 
広告事業雑入、事務所等使用雑入、飛騨高山ふるさと基金繰入金
等 7,450 8,000 63,340 127,137 127,100 183,100 119,760

県費　（ 

186,380

国費　（ 社会保障・税番号制度関連システム整備事業費　10/10　等 20,465 25,564 7,774 13,050 4,644 4,644 △ 3,130

424,906 414,589 431,600 607,100 617,980 617,980

実施計画額 516,000
最終予算 決算 (a) 当初予算 (c) 最終予算 決算 (b) 増減 (b)-(a) 要求額 財務部査定額 市長査定額（d） 増減 (d)-(ｃ)

70.7％ 90％

セキュリティ重大インシデントの件数 0件 0件

専用ページで公開するオープンデータの総数 99件 50件

R4実績 R5実績 R6目標

オンラインで可能な手続きの割合 30.6％ 90％

「効率的で良質な行政サービスが提供されている」と感じ
ている市民の割合

52.1％ ↗

事業名 21400 デジタル推進事業費

会計 一般会計 まちづくりの方向性 着実な計画の推進

款 総務費 まちづくり戦略  
市長公約

強く！～自然と向き合い暮らす強さ～
　便利で強い社会基盤を整備します

総合計画

07_行政経営課_3 21400



07_行政経営課_4事業シート（令和6年度予算）

□ □ 1

□ ☑ 2

□ 1

□ 14

事業の目的・概要（Plan）

[参考] R4決算（Do・Check）　R5.8時点 （千円） [参考] R5当初予算(Action)　R5.3時点 （千円） R5決算（Do・Check）　R6.8時点 （千円） R6当初予算（Action）　 （千円）

※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり ※入札に影響するため公開に適さないなど、記載省略（※）する場合あり

□ □

☑ □

□ □

□ □

□ □

□ □

[事業実績]
１．行政手続のオンライン化の拡充
　　・汎用電子申請システムの拡充や申請管理システムの導入

２．システム標準化
　　・総合行政情報システムの新規導入や改修

３．ＡＩやＲＰＡの活用
　　・ＡＩによる人流調査、窓口混雑状況の可視化
　　・ＲＰＡの活用により、新たに選挙管理委員会事務局の業務を効率化

４．テレワーク等の推進
　　・テレワークやテレビ会議の通信環境拡充、自治体テレワークシステ
ム
 　　の推進（テレワーク延べ6,028人、テレビ会議825回）

５．セキュリティ対策等の基盤整備
　　・オンラインストレージサービスの導入によるパスワード付ZIPファイル
　　でのデータ送信の廃止
　　・情報セキュリティ強化対策システムの運用

６．その他
　　・公共施設における公衆無線ＬＡＮの整備
　　・ＤＸ推進部会を主軸とした全庁的取組みの推進

[評価等]
・汎用電子申請システムを活用し、職員が受付フォームなどを簡単に作
成することができるようになり、オンライン手続の増加、市民の利便性向
上、経費削減や業務改善を図ることができた。
・ＡＩ顔認識システムで得たデータを活用することにより、まちづくりや観光
戦略における施策立案に活用できた。
・ＲＰＡの活用により、定型事務における職員の業務時間とミスの低減を
図ることができた。

[事業内容]

１．行政手続のオンライン化の拡充
　　・各種システムを活用したオンライン申請の拡充
　　・タブレット端末等の活用によるペーパーレス化の推進

２．システム標準化
　　・総合行政情報システムの機能追加や改修
　　・電子決裁システムの導入

３．AIやRPAの活用
　　・ＡＩ顔認識システムの活用
　　・RPAの拡充

４．テレワーク等の推進
　　・テレワークやテレビ会議の推進

５．その他
　　・メール配信サービスの拡充
　　・電子契約の導入
　　・DX推進部会を主軸とした全庁的取組みの推進

[事業実績]

[評価等]

[事業内容]

１．行政手続のオンライン化の拡充
　　・各種システムを活用したオンライン申請の拡充
　　・タブレット端末等の活用によるペーパーレス化の推進
　　・グループウェアの刷新
　
２．システム標準化
　　・基幹情報システムの標準化移行、クラウド環境への移行
　　・窓口受付支援システムの導入

３．AIやRPAの活用
　　・ＡＩ顔認識システムの活用
　　・RPAの活用

４．テレワーク等の推進
　　・テレワークやテレビ会議の推進

５．セキュリティ対策等の基盤整備
　　・ネットワーク分離したインターネット接続環境の改善

６．その他
　　・スマートフォン講座の開催
　　・DX推進部会を主軸とした全庁的取組みの推進

[スケジュール]

４月～３月
　・システムの新規導入、改修、運用

[スケジュール]

４月～３月
　・システムの新規導入、改修、運用

次年度以降
の考え方
(担当課)

・デジタル技術を活用すること
で、利便性の向上や業務の効
率化、経費削減などが期待でき
るため、引き続き拡大して取り
組む。

次年度以降
の考え方
(担当課)廃止検討 廃止検討

R4完了 R5完了

R5完了予定 R6完了予定

目的 概要
・利用者目線のデジタル化により“便利”な行政サービスを提供する。
・デジタル技術の活用等により“快適”な暮らしを実現する。
・デジタル社会の恩恵が享受できる“活気”ある地域づくりを進める。

・情報システムやネットワークを整備、維持管理するとともに、効果的に運用する。
・最新のデジタル技術の活用や各種手続のオンライン化を進めるとともに、情報セキュリティ対策の徹底を図る。
・デジタルデバイド（情報格差）に適切に配慮しつつ、ＤＸ推進計画に基づく各種の取組みを進める。

予算額 予算額

主な経費
・オンライン申請、システム標準化、ＡＩ・ＲＰＡ活用、電子
契約ほか

主な経費
・オンライン申請、システム標準化、ＡＩ・ＲＰＡ活用、窓口
受付支援、議会ペーパーレス化ほか最終 43,666 最終

決算額 42,097

区分 予算

担当課 総務部　行政経営課事業名 21400 デジタル推進事業費

枝番・内容 1 デジタル技術の活用
内線 2457

目 情報化推進費 作成年月

維持・改善 維持・改善

拡大 拡大

縮小 縮小

対前年度増減額（当初予算） 156,120

事業実績、評価等 事業内容、スケジュール 事業実績、評価等 事業内容、スケジュール

対前年度増減額（決算） 9,775 対前年度増減額（当初予算） 16,100 対前年度増減額（決算）

決算額

繰越 4,406 繰越

補正等 6,200 補正等

当初 予算額 当初 205,280当初 33,060 予算額 当初 49,160

Ｒ6.2

R5拡充 R6拡充 款 総務費

その他重要事業 項 総務管理費

R5新規 R6新規 会計 一般会計
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